コクサイ ヒカク キョウドウ クミアイ ノ ドクセン キンシ ホウ テキヨウ ジョガイ : セカイ ノ ドッキンホウ ト ケンポウ カラ by 堀越  芳昭 et al.
国際比較・協同組合の独占禁止法適用除外 : 世界
の独禁法と憲法から





















































































































１ 日　本 ● ● ● ● ●
２ アメリカ合衆国 ● ● ●
３ カナダ ● ●
４ スウエーデン ●
５ ノルウェー ● ● ●





11 西ドイツ ● ● ● 　●※




16 スペイン ● ● ●
計 16ヶ国 16 ２ ７ ６ ２
【備考】公正取引委員会『独占禁止法の国際比較―OECD 加盟諸国の法制の比較と解説―』（1980 年）より作成。 















































































































１ 日　本 ● ● ● ●
２ 大韓民国 ● ● ● ●
３ 中華人民共和国 ● ● ●
４ 台　湾 ● ●
５ インドネシア ● ● ●
６ タ　イ ● ●
７ マレーシア ● ●
８ アメリカ合衆国 ● ● ●
９ メキシコ ● ● ●
10 スウエーデン ● ● ●
11 ノルウェー ● ●
12 フィンランド ● ●
13 アイスランド ● ●
14 デンマーク ● ●
15 ドイツ ● ● ● ●
16 オーストリア ● ● ●
17 スロヴェニア ● ●
18 チェコ ● ●
19 クロアチア ● ●
20 スイス ● ●
21 フランス ● ●
22 スペイン ● ●




































































第 14 条＊は適用されない（第 15 条）（８）。
24 イスラエル ● ●























































































































（ 原 文 ： a n d w i r t s c h a f t l i c h e n 
Erzeugerbetrieben）の協定および農業生産
者 組 合（ 原 文：Vereinigungen von 
landwirtschaftlichen Erzeugerbetrieben）と
そ の 生 産 者 組 合 連 合 会（ 原 文：
























































































３ タイ憲法 ● ● ●
４ インド憲法 ○ ● 家内工業の振興 ●
５ トルコ憲法 ● ● ● 山村住民の保護 ●
６ イラン憲法 ● ● ● 完全雇用、雇用促進 ●
７ イエーメン憲法 ● ● ● ●
８ エジプト憲法 ● ● 公正な分配 ●





10 スイス憲法 ● ● ● ○









































12 セルビア憲法 ● ● ●
13 ロシア憲法 ● ○




15 ペルー憲法 ● ●
16 ボリビア憲法 ● ● ● 先住農民保護、経済的公正 ●
17 パラグアイ憲法 ● ● ● 完全雇用、機会均等の追求 ●
18 エクアドル憲法 ● ● ● 完全雇用 ●




20 コスタリカ憲法 ● ● ●
21 エルサルバトル ● ● ● ●




23 ホンジュラス憲法 ● ● ●
24 パナマ憲法 ● ● 完全雇用 ●
25 ハイチ憲法 ● ● 農地改革 ●











































































































































護（第 169 条）、山村住民の保護（第 170 条）、
協同組合の促進（第 171 条）、消費者の保護（第















































































































































































































































































































































































solidaridad, igualdad, reciprocidad, 
equidad en la distribucion, finalidad social, 


















非営利の形態（formas de trabajo solidario 































































れていた（第 128 条）。1992 年パラグアイ憲法
においては、消費者保護（第 38 条）、完全雇用
（第 87 条）、機会均等の追求・独占の禁止（第



















































条、335 条）、完全雇用の実現（284 条、326 条）、
消費者保護（52 条、53 条、55 条、281 条）中











































































利　第 43 条～第 61 条）、参政権等の政治的権
利（同編　第４章　参政権及び国民投票　第
62 条～第 70 条）が定められている。さらに社
会権（同編　第５章　社会権及び家族に関する
権利　第 75 条～第 86 条）、労働権（同編　同





VII De los Derechos Economicos ／ Chapter 
VII Economic Rights）において明確に現代憲
法としての経済権を設定し、経済的自由（第






























しては、共同所有地（ejidos ／ common land）










求 す る と こ ろ に あ る。 国 民 の 参 加 と 関 与









































会 的 参 加 的 性 格（caracter social y 






労 働（trabajo Asociado ／ associated 
work）及びその集団的利益（beneficios 






























e n  l o s  p r o c e s o s  e c o n o m i c o s ／
経営情報学論集　第 17 号　2011.2
－ 73 －






　（empleo  y  de  b ienestar  soc ia l ／




























同 労 働 」（trabajo asociado ／ associated 





















































































































































































論集』第６号、2000 年 11 月）。
・堀越芳昭「なぜ協同組合は独占禁止法適用
除外なのか」（財・協同組合経営研究所『研

































第 80 号、第 29 巻第 51 号、2007 年９月）。
・明田　作「協同組合の独禁法適用除外問題
についての一考察」農林中金総合研究所『農



































































































大学法経論集・法律篇』第 50 号、1966 年
３月。
・ C O N S T I T U T I O N S  O F  T H E 
COUNTRIES OF THE WORLD,Oceana 
Publications,Inc.Dobbs Ferry,New York.
・ILO ホームページ、各国政府関連ホームペ
ージ等。
（12）憲法に協同組合の保護規定を明記してい
るのは、合計 52ヵ国に及ぶ。本表の 25ヶ
国に加えて、以下の 27ヶ国、すなわち G
７のイタリア、G20 のブラジル、中国、
インドネシア、その他のスペイン、ギリ
シャ、マルタ、キプロス、ハンガリー、
べラルーシ、タジキスタン、ポーランド、
台湾、ベトナム、東チモール、シリア、
クウェート、ミャンマー、アンゴラ、ナ
ミビア、モザンビーク、ガイアナ、スリ
ナム、ウルグアイ、ニカラグア、キューバ、
ドミニカ共和国である。これらには憲法
中に独占禁止に関する規定はないが、労
働保護、中小企業保護、農業保護、消費
者保護等経済的公正を追求する中で協同
組合の保護育成規定が置かれている。
（13）現行フランス憲法には、必ずしも法的強
制力はないものとみなされているが、
1946 年第４共和国憲法前文が付されてい
る。そこでは、「現在政治的経済的および
社会的諸原則」として「その運用が全国
的な公役務または事実上の独占の性格を
国際比較・協同組合の独占禁止法適用除外（堀越　芳昭）
－ 78 －
有し、または獲得するすべての財産、す
べての企業は、公的団体の所有物となら
なければならない。」として、独占の公有
化を明記している。
（14）現行ドイツ基本法では、「第７章　連邦の
立法」の「第 74 条　連邦の競合的立法権
限のカタログ」において、「15　土地、天
然資源および生産手段を、公有またはそ
の他の公共経済の形態に移すこと」や「16
　経済上の権力的地位の濫用の防止」（事
実上の独占禁止：筆者）、「17　農林業生
産の促進（ただし耕地整理の方を除く）、
食糧の確保、農林業生産物の輸出入、遠洋・
沿岸漁業、および沿岸保護」が規定され、
「第８章 a　共同任務」において連邦とラ
イトの共同任務として、「地域的経済構造
の改善」と「農業構造および沿岸保護の
改善」の２点を取り上げており、経済的
公正（独占の禁止、農業保護、経済的弱
者保護）の追求といった現代憲法の特質
を備えているのは確かである。
（15）ドイツ・ヘッセン州憲法は、「経済的自由
のいかなる濫用－とくに独占的な力の集
中および政治的な力のための－も否認さ
れる。経済的自由のかかる濫用の危険を
内蔵する財産は法律上の規定に基づき、
共同所有に移転されるべきである。」（第
39 条）と独占の禁止、その共同所有化を
明記し、同時に農業・中小企業の保護と
そのための協同組合の設立（第 43 条）、
協同組合制度の奨励を義務規定としてい
る。またノルトライン・ヴェストファリ
ア州憲法は、独占の禁止（第 27 条）と農業・
中小企業の奨励、協同組合自助の支援（第
28 条）を同時に規定している。
